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２ 朝霞市廃棄物減量等推進審議会条例 

平成６年３月 28 日 

条例第７号 

 （設置） 

第１条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第５条の７の規定

に基づき、朝霞市廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じて、一般廃棄物の減量等に関する事項について審議

し、これらの事項について答申する。 

 （委員） 

第３条 審議会は、委員 10 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 知識経験を有する者 

（２） 関係団体を代表する者 

（３） 公募による市民 

（４） 市長が必要と認めた者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 審議会は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 審議会は、特に必要があると認めるときは、関係者の出席又は資料の提出を求めるこ

とができる。 

 （庶務） 

第６条 審議会の庶務は、市民環境部資源リサイクル課において処理する。 
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（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

   附 則 

 この条例は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 10 年条例第 34 号） 

 この条例は、平成 11 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 17 年条例第 13 号） 

 この条例は、平成 17 年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 18 年条例第 41 号） 

 この条例は、平成 19 年４月１日から施行する。 
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３ 第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画の策定経過 

  

開 催 日 内   容 

平成 25 年 5 月 10 日 

第１回廃棄物減量等推進審議会 

○第 5 次朝霞市一般廃棄物処理基本計画案及び計画策定スケジュール

について 

○朝霞市ごみの減量化・再資源化・処理に関する市民アンケート調査に

ついて 

平成 25 年 6 月 10 日

から平成25年6月24

日まで 

朝霞市ごみの減量化・再資源化・処理に関する市民アンケート調査 

平成 25 年 7 月 11 日 

第２回廃棄物減量等推進審議会 

○第 5 次朝霞市一般廃棄物処理基本計画案「現状と課題」について 

○今後の取組の骨子について 

○朝霞市ごみの減量化・再資源化・処理に関する市民アンケート調査集

計結果の速報 

平成 25 年 8 月 7 日 

第３回廃棄物減量等推進審議会 

○第 5 次朝霞市一般廃棄物処理基本計画案「ごみの減量化・資源化目標」

について 

○今後の取組の骨子について 

平成 25 年 9 月 25 日 

第４回廃棄物減量等推進審議会 

○第 5 次朝霞市一般廃棄物処理基本計画案について 

○朝霞市ごみの減量化・再資源化・処理に関する市民アンケート調査集

計結果の最終報告 

平成 25 年 11 月 14 日 
第５回廃棄物減量等推進審議会 

○第 5 次朝霞市一般廃棄物処理基本計画案のまとめ 

平成 25 年 12 月 
第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画案についての朝霞市庁内パブリ

ックコメント及び市民に対するパブリックコメント 

平成 26 年１月８日 

第６回廃棄物減量等推進審議会 

○第 5 次朝霞市一般廃棄物処理基本計画案の最終決定について報告 

○朝霞市庁内パブリックコメント及び市民に対するパブリックコメン

ト意見集計結果について 
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４ 第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画の策定経過（改定） 

  

開催日 内  容 

平成３０年５月２８日 第１回廃棄物減量等推進審議会 

○平成２６年度～平成２９年度計画目標達成状況検証について 

○第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画見直し項目の意見について 

○第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画（案）及び改定スケジュー

ルについて 

平成３０年７月２６日 第２回廃棄物減量等推進審議会 

○第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画（案）、第１編計画概要と地

域特性、第２編ごみ処理、第６章施策体系について 

平成３０年８月２７日 第３回廃棄物減量等推進審議会 

○第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画（案）第６章施策体系につ

いて 

平成３０年１０月２２日 第４回廃棄物減量等推進審議会 

○第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画（案）について 

平成３０年１１月 第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画（案）についての朝霞市庁内

パブリックコメント及び市民に対するパブリックコメント 

平成３０年１２月２０日 第 5 回廃棄物減量等推進審議会 

○第５次朝霞市一般廃棄物処理基本計画（案）について 

 市民に対するパブリックコメント及び職員コメントの結果につい

て 
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５ 朝霞市廃棄物減量等推進審議会委員名簿 

 

（◎：会長 ○：副会長）順不同・敬称略 

区   分 氏  名 所属・職名 

第 1 号委員 知識経験を有する者 

山井 毅 
埼玉県西部環境管理事務所廃棄物・

残土対策担当部長 

岡﨑 和弘 朝霞市議会議員 

○松波 淳也 法政大学経済学部教授 

福島 満 全国都市清掃会議総務部長 

第 2 号委員 関係団体を代表する者 

松川 ヨシ子 朝霞市商工会女性部 

◎川野 紀代美 
朝霞市リサイクルプラザ企画運営協

議会会長 

梶原 孝男 朝霞市自治会連合会副会長 

阿部 ツタ子 朝霞市くらしの会理事 

第 3 号委員 公募による市民 

戸野谷 喜美恵  

岡田 一成  
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６ 朝霞市廃棄物減量等推進審議会委員名簿（改定） 

 

（◎：会長 ○：副会長）順不同・敬称略 

区   分 氏  名 所属・職名 

第 1 号委員 知識経験を有する者 

川端 直樹 
埼玉県西部環境管理事務所 

廃棄物・残土対策担当部長 

大橋 昌信 朝霞市議会議員 

◎松波 淳也 法政大学経済学部教授 

大川 敏彰 全国都市清掃会議総務部長 

第 2 号委員 関係団体を代表する者 

福満 あき子 

朝霞市商工会女性部 並木 芳子 

（第５回審議会から変更） 

藤井 由美子 
朝霞市リサイクルプラザ 

企画運営協議会 徳元 勇太 

（第５回審議会から変更） 

〇星野 隆 朝霞市自治会連合会副会長 

大村 相哲 朝霞地区四市廃棄物処理協会 

第 3 号委員 公募による市民 

中村 昌子 

 渡邉 浩道 

（第５回審議会から変更） 

平澤 芳子 

 渡邉 ふじ江 

（第５回審議会から変更） 
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７ 朝霞市ごみの減量化・再資源化・処理に関する市民アンケート調査 

本計画の策定に当たり、市民のごみの減量やリサイクルに対する意識と行動の状況、

ごみ行政や廃棄物処理に関する意見や要望等について把握することを目的とした、「朝霞

市ごみの減量化・再資源化・処理に関する市民アンケート調査」を実施しました。 

調査結果から、多くの市民がごみの減量やリサイクルに関心を持っていることや、実

際に様々な取組を実践していることがわかりました。 

一方で、集団資源回収や、本市には最終処分場が無く、焼却した後の灰の最終処分は

多額の費用をかけて、他市・町で行っていることなどに関してほとんどの市民に周知さ

れていないことがわかりました。 

本市のごみ処理の現状や取組について、情報提供の充実及び徹底が重要であることに

ついて確認することができました。 

アンケートの概要と調査結果は、以下のとおりです。 

①調 査 地 域 朝霞市の全域 

②調査対象数 3,000 人 

③対 象 年 齢 20 歳以上 

④使用データ 住民基本台帳データ（外国人含む）平成 25 年 5 月 1 日現在 

⑤抽 出 方 法 ④の住民基本台帳に基づき①～③に該当する市民の中から無作為に抽出 

⑥調 査 方 法 郵送配布 郵送回収法 

⑦調 査 期 間 平成 25 年 6 月 10 日～6 月 24 日（督促状：1 回送付） 

⑧有効対象数 2,917 人 

⑨回 収 数 1,512 人 

⑩回 収 率 51.8％ 

 

（１）市民アンケート調査 

 

問１ 性別について 

回答者の性別は 60.1％が女性、 

39.7％が男性となっています。 

 

 

 

 

 

問２ 年齢について 

回答者の年齢は、20 歳代が 6.3％、 

30 歳代が 14.4％、40 歳代が 20.0％、 

50 歳代が 15.4％、60 歳代が 18.6％、 

70 歳以上が 25.3％となっています。 

男性

39.7%

女性

60.1%

無回答

0.2%

回答者の性別 

20歳代

6.3%

30歳代

14.4%

40歳代

20.0%

50歳代

15.4%

60歳代

18.6%

70歳以上

25.3%

無回答

0.0%

回答者の年齢 
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問３ 職業について 

回答者の職業は、会社員が 32.5％で最

も多く、次いで無職が 23.9％、パート・

アルバイトが 14.5％、専業主婦・専業主

夫が 12.2％、自営業・自由業が 7.0％、

公務員・団体職員が 5.6％、学生が 0.7％、

その他が 3.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４ 同居家族の人数について 

回答者の同居家族の人数は、1 人が

29.6％、2 人が 27.3％、3 人が 20.8％、

4 人が 14.4％、５人以上が 7.5％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 同居家族の世帯構成について 

回答者の同居家族の世帯構成は、単身

が 27.5％、夫婦のみが 15.5％、親と子

が 42.6％、親と子と孫が 6.6％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社員

32.5%

自営業・

自由業

7.0%専業主

婦・専業

主夫

12.2%

公務員・

団体職員

5.6%

パート・

アルバイ

ト

14.5%

学生

0.7%

無職

23.9%

その他

3.6%

無回答

0.1%

回答者の職業 

１人

29.6%

２人

27.3%

３人

20.8%

４人

14.4%

５人以上

7.5%

無回答

0.3%

回答者の同居家族の人数 

回答者の同居家族の世帯

単身

27.5%

夫婦のみ

15.5%
親と子

42.6%

親と子

と孫

6.6%

その他

4.8%
無回答

3.0%
問１３へ 

問１３へ 
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問６ 住居形態について 

回答者の住居形態は、集合住宅（アパ

ート・マンション）が 55.6％で最も多く、

次いで戸建住宅が 41.3％、その他が

1.3％、店舗または社宅が 0.5％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

問７ 居住地域について 

回答者の居住地域は、Ｅ地区が 37.2％

で最も多く、次いでＣ地区が 21.4％、Ｂ

地区が 20.6％、Ｄ地区が 17.7％、Ａ地

区が 1.0％となっています。 

大字・町丁別でみた居住地域は、根岸

台が12.6％、三原が11.1％、本町が9.6％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸建住宅

41.3%

集合住宅

（アパー

ト・マン

ション）

55.6%

店舗また

は社宅

0.5%

その他

1.3%

無回答

1.3%

回答者の住居形態 

回答者の居住地区 

Ａ地区

1.0%

Ｂ地区

20.6%

Ｃ地区

21.4%

Ｄ地区

17.7%

Ｅ地区

37.2%

その他

0.7%

無回答

1.4%

 

Ａ地区 

Ｂ地区 

Ｃ地区 

Ｄ地区 

Ｅ地区 

0.9
0.1

6.9
1.3

2.2
0.0

1.7
1.7

0.1
6.4

0.3
12.6

0.0
0.1

5.2
0.1

3.4
3.1

1.2
2.3

11.1
0.1

4.2
7.1

8.3
0.0

9.6
7.6

0.4
0.7

1.4

0 5 10 15

大字上内間木
大字下内間木

朝志ヶ丘
北原
田島

大字田島
西原
浜崎

大字浜崎
宮戸

大字宮戸
根岸台

大字根岸
大字台

岡
大字岡

仲町
泉水

西弁財
東弁財

三原
青葉台

幸町
栄町

膝折町
大字膝折

本町
溝沼

大字溝沼
その他
無回答

[％]

※地域区分については、下図参照。 
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問８ 居住年数について 

回答者の居住年数は、10 年以上が

56.9％で最も多く、次いで 3 年以上 10

年未満が 24.6％、1 年以上 3 年未満が

11.6％、1 年未満が 5.7％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９ ごみ問題への関心について 

ごみの減量やリサイクルへの関心は、

「ある程度関心がある」が 67.4％で最も

多く、次いで「非常に関心がある」、「あ

まり関心がない」、「全く関心がない」と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１０ ごみ問題に関する情報の入手先

について 

本市のごみに関する情報の入手先は、

「市の広報などから」が 67.7％で最も多

く、次いで「自治体、回覧板などから」、

「特にない・わからない」となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.7

26.2

18.2

13.8

12.2

9.9

1.4

0.5

0 20 40 60 80

市の広報などから

自治会、回覧板などから

特にない・わからない

家族、近所、友人などから

「エコネットあさか」から

市のホームページから

市の担当者から

市民活動団体などから

[％]

ごみの問題に関する情報の入手先 

回答者の居住年数 

１年未満

5.7%
１年以上

３年未満

11.6%

３年以上

10年未満

24.6%

10年以上

56.9%

無回答

1.2%

非常に関

心がある

20.0%

ある程度関

心がある

67.4%

あまり関

心がない

11.5%

全く関心

がない

0.7%

無回答

0.5%

ごみの減量やリサイクルへの関心 
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問１１ 情報入手のために望む支援の 

方法 

ごみ問題についての情報入手のため

に望む支援の方法については、「市の広

報、ホームページの充実」が 60.1％で最

も多く、次いで「特になし」、「具体的実

践方法に関する情報提供」となっていま

す。 

 

 

問１２ ごみ問題についての日頃の取組 

ごみ減量化のために日頃行っている

取り組みは、「使い捨て商品を買わない」

が 64.5％で最も多く、次いで「買い物袋

を持参」、「必要なものを必要な分だけ買

う」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１３ お子様への実践促進の状況 

お子様への実践促進の状況について

は、「資源物の分別」が 46.2％で最も多

く、次いで「食べ残しをしない」、「買い

物袋の持参や店頭回収への協力」となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.1

20.4

15.9

14.6

8.8

0 20 40 60 80

市の広報、ホームページの充実

特になし

具体的実践方法に関する情報提供

携帯電話等での情報入手を容易に

各種教室、講座などの回数の増加

[％]

情報入手のために望む支援の方法 

ごみ減量化のために日頃行っている取組 

64.5

58.7

56.2

48.1

46.5

45.7

43.0

39.9

25.5

18.5

15.6

3.0

2.7

1.9

1.8

0 20 40 60 80

使い捨て商品を買わない

買い物袋を持参

必要なものを必要な分だけ買う

作りすぎ、食べ残しを少なくする

食品は消費期限内に使い切る

割りばしなどはもらわない

余分な包装は断る

生ごみの水切りを徹底

マイ箸、マイボトルなどを利用

店頭回収に協力

再生品やリサイクルしやすい商品を購入

生ごみを堆肥等にして利用

特になし

新聞店に折り込みチラシ不要と依頼

その他

[％]

お子様への実践促進の状況 

46.2

36.0

23.3

18.7

9.7

9.5

2.3

0 10 20 30 40 50 60

資源物の分別

食べ残しをしない

買い物袋の持参や店頭回収への協力

マイ箸、マイボトルの利用

長く使える製品などの購入

不用になったものの再使用

その他

[％]
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問１４ 資源回収ボックス設置・エコバッ

グ推進店舗等の認知状況 

資源回収ボックス設置・エコバッグ推

進店舗の認知状況については、「知らな

い」が 71.7％、「知っている」が 26.3％

となっています。 

 

 

 

 

問１５ ごみ減量化のために市が行う 

  べき取組 

ごみの減量化のために市が取り組む

べきことについては、「ごみ問題のＰＲ

強化による意識啓発」が 49.2％で最も多

く、次いで「過剰包装の抑制等を販売業

者に要請」、「エコバッグ推進店舗等の利

用促進」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

    

問１６ 不用品の再使用の状況 

不用品の再使用状況については、「裏

紙をメモ用紙などに利用」が 57.1％で最

も多く、次いで「親族、友人等に譲渡」、

「販売店や民間のリサイクルショップ

で引き取り」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.2

45.0

41.1

27.6

27.6

20.6

15.9

4.3

3.2

0 10 20 30 40 50 60

ごみ問題のＰＲ強化による意識啓発

過剰包装の抑制等を販売業者に要請

エコバッグ推進店舗等の利用促進

生ごみの減量化、リサイクルの推進

製品の修理等を製造業者等に要請

環境教育、環境学習の機会の増加

生ごみの堆肥化利用へのアドバイス

家庭系ごみの有料化の導入

その他

[％]

ごみの減量化のために市が取組むべきこと 

57.1

39.2

30.2

14.0

12.1

11.4

10.6

8.5

7.3

2.4

3.8

0 10 20 30 40 50 60

裏紙をメモ用紙などに利用

親族、友人等に譲渡

販売店や民間のリサイクルショップで引き取り

特になし

エコネットあさかで家具を引き取り

バザーやフリーマーケットに参加

衣類をリフォームして再使用

エコネットあさか内に出品

リターナブルびんの販売店での引き取り

ユネスコ等の団体に寄付

その他

[％]

不用品の再使用の状況 

資源回収ボックス設置・エコバッグ推進店舗等の認知

知っている

26.3%

知らない

71.7%

無回答

2.0%
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問１７ 再使用推進のために市に取組で 

ほしいこと 

再使用を推進するために市に取り組

んでほしいことについては、「エコネッ

トあさか内の情報提供」が 45.5％で最も

多く、次いで「民間のリサイクルショッ

プ等の情報提供」、「不用になった物の情

報交換の支援」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１８ 集団資源回収についての認識 

集団資源回収については、「知らない」

が 80.2％、「知っている」が 17.9％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１９ 集団資源回収の活用状況 

集団資源回収の活用状況については、

「活用していない」が 64.5％で最も多く、

次いで「時々活用している」が 16.3％、

「いつも活用している」が 16.0％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いつも活用

している

16.0%

時々活用

している

16.3%

活用して

いない

64.5%

無回答

3.2%

集団資源回収の活用状況 

集団資源回収の認識 

知って

いる

17.9%

知らない

80.2%

無回答

1.9%

再使用推進のために市に取組んでほしいこと 

45.5

36.0

28.3

18.4

14.9

14.9

9.9

2.2

0 10 20 30 40 50 60

エコネットあさか内の情報提供

民間のリサイクルショップ等の情報提供

不用になった物の情報交換の支援

エコネットあさかをバザーやフリーマーケットの拠点化

バザーやフリーマーケットへの支援

特になし

エコネットあさかでの体験学習等の増加

その他

[％]
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問２０ 集団資源回収の活用促進のため

に市に取組んでほしいこと 

集団資源回収の活用促進のために市

に取り組んでほしいことについては、

「実施時期や場所の情報提供」が最も多

く 51.5％、次いで「特になし」、「新興住

宅地等での周知徹底と創設支援」となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

問２１ 施設建て替えをする際に重要と

考えること 

施設建て替えをする際に重要と考え

ることについては、「公害防止など環境

に十分配慮した施設」が 78.6％と最も多

く、次いで「余熱利用によりごみ発電や

温水利用を行う施設」、「震災時でも円滑

にごみ処理できる耐震に配慮した施設」

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

問２２ 最終処分の状況に関する認識 

本市には焼却した後の灰などを埋め

立てる（最終処分場）がなく、多額の経

費をかけて、他市・町にお願いして処分

していること、より一層ごみの減量化・

リサイクルに努め、処分量を削減し、最

終処分場の延命化を図る必要があるこ

とに対する認識については、「知らない」

が 82.7％、「知っている」が 14.9％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本市の埋立処分に関する認識 

知っている

14.9%

知らない

82.7%

無回答

2.3%

51.5

22.7

22.6

16.1

7.9

0 10 20 30 40 50 60

実施時期や場所の情報提供

特になし

新興住宅地等での周知徹底と創設支援

参加者増加に向けたPRの推進

補助金の増額

[％]

集団資源回収の活用促進のために市に取組んでほしいこと 

施設建て替えをする際に重要と考えること 

78.6

65.3

52.6

31.8

25.7

24.7

16.3

2.1

0 20 40 60 80 100

公害防止など環境に十分配慮した施設

余熱利用によりごみ発電や温水利用を行う施設

震災時でも円滑にごみ処理できる耐震に配慮した施設

効率的な運営により財政負担を削減できる施設

施設見学等を通してごみ処理への知識を深める施設

景観や快適性に配慮した施設

ごみ収集車による渋滞が起こらない施設

その他

[％]
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問２３ 家庭系ごみの有料化◇について 

家庭系ごみの処理手数料徴収につい

ては、「導入すべきでない」が最も多く

32.1％、次いで「条件付きならば導入し

てよい」が 23.1％、「しばらく様子をみ

るべき」が 21.0％、「わからない」が

12.9％、「すぐにでも導入すべき」が

4.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭系ごみの処理手数料徴収について 

すぐにでも

導入すべき

4.4%
条件付きな

らば導入し

てよい

23.1%

しばらく

様子をみ

るべき

21.0%

導入すべ

きでない

32.1%

わからない

12.9%

無回答

6.6%


